
1. は じ め に

心理物理学実験では，実験結果から閾値を推

定する必要がある場合が多い．そして，様々な

条件下で閾値が推定された後に，それらの閾値

間に有意な差があるかどうか（すなわち，実験

条件による効果があったかどうか）を調べるこ

とがよく行われる．その差の有無を調べる一つ

の方法として，統計的検定がよく用いられる．

このような統計的検定としてよく用いられる

のが，t -検定や分散分析である．これらは，複

数の母集団平均間の差の有無（正確には，標本

抽出分布平均間の差の有無）を，それらの標本

を用いて検定する方法である．どちらの方法で

も，標本の平均値や分散などから必要な統計量

（t値，F値，自由度など）を計算することによ

り検定を行う．心理物理学実験において，調整

法では被験者が調整した刺激の値の平均値，階

段法では各系列の折り返し点の平均値を閾値と

して定義し，毎回調整した刺激の値や折り返し

点を母集団からの標本と考えることにより，t-

検定や分散分析によって閾値間の差に関する検

定を行うことができる．

一方，心理物理学実験において精度良く閾値

を推定する方法の一つに恒常法がある．恒常法

でよく用いられる閾値の定義は，調整法や階段
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法での標本を平均するという閾値の定義とは異

なる．恒常法では，横軸に実験変数，縦軸に正

答率を取り，その正答率の各点に累積正規分布

やロジスティック回帰モデルなどの心理測定関

数を当てはめ，ある正答率（50%などがよく用

いられる）に対応する実験変数値を閾値と定義

する．

このように定義された閾値は標本の平均値で

はなく，標本から直接計算する必要がある自由

度などの統計量を得ることができないため，各

被験者の結果に対して t-検定や分散分析を行う

ことができない．この場合でも，被験者数が多

ければ，恒常法により推定された各被験者の閾

値を標本と考えることにより，全被験者間の平

均閾値に対して t-検定や分散分析を行うことが

できる．実際にこの方法により有意差検定をし

ている文献 1–3）も多い．ところが，この方法で

は，各被験者内における有意差検定ができない

こと，各被験者の閾値が一つの標本としてしか

扱われておらず各被験者内の閾値推定の誤差が

評価されていないこと，被験者により傾向が異

なる場合などに顕著であるが，各被験者内では

条件間に有意とされるべき差があるのに全被験

者の結果をまとめて解析することにより条件間

の差を検出できなくなる可能性があること，な

どの問題点がある．

そこで本論文では，恒常法によって推定され

た閾値間の差の有無を検定するための新たな統

計的手法を提案する．本手法では，最尤推定量

の漸近正規性により推定閾値が正規分布に従う

ことを仮定する．その仮定の下では複数の推定

閾値間の差が多変量正規分布に従うため，多変

量正規分布の性質を利用して閾値間の差を検定

する．この多変量正規分布の性質を利用した点

が本手法の大きな特徴である．本手法は，各被

験者内で閾値間の有意差検定が行うことができ，

閾値推定に使われた全てのデータを用いた検定

であるという点において，前述した各被験者の

閾値を標本として t-検定や分散分析を行う方法

よりも優れていると考えられる．

2. 1因子実験における複数の閾値間の有

意差検定

本節では，1因子実験において恒常法により

推定された複数の閾値間の差の有無に関する統

計的検定方法について述べる．この方法は標本

の平均値と定義された閾値における 1元配置分

散分析に対応する．

2.1 帰無仮説と対立仮説

はじめに，この検定における帰無仮説と対立

仮説について考える．恒常法により推定された

n個の閾値を ŷ�(ŷ1, ŷ2, ŷ3, . . . , ŷn)，それらの真

の値を y�(y1, y2, y, . . . , yn)とする（以後，任意

の値 zの推定値を ẑと表すことにする）．ここ

で検定したいことは，複数の閾値の真値間の差

の有無（すなわち，因子の効果の有無）である．

したがって，帰無仮説 H0と対立仮説 H1は，

H0 : y1�y2�y3�· ·�yn (1)

H1 : H0ではない

と表すことができる．

このに H0より直接閾値の差の有無を検定す

ることは難しいので，新たな変数 gg を導入する
ことにより(1)と等価でかつ検定が容易な H0を

考える．gg�(g1, g2, g3 , . . . , gn�1)の各要素を

g i�y1�yi�1 i�1, 2, 3, . . . , n�1 (2)

とおくと，式 (1) に示した帰無仮説と対立仮説

は，

H0 : gg�0 (3)

H1 : H0ではない

と等価となる 4)．

したがって，閾値の真値間の差の有無を検定

するためには，式 (3) に示す H0が棄却される

か否かを判定すればよい．

2.2 gĝ が従う統計量
ここでは，検定に必要である gĝ が従う統計量

について考える．

はじめに，各推定閾値 ŷi (i�1, 2, . . . , n)が従う

統計量を考える．1節で述べたように，恒常法

では，心理測定関数を被験者が応答した正答率

に当てはめ，ある正答率に対応する実験変数値

を閾値として定義する．このように定義された
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閾値は当てはめた心理測定関数のパラメータ qq

の関数として表現される．例えばロジスティッ

ク回帰モデルによる心理測定関数 f(x)は，パラ

メータを q0, q1として，

(4)

で与えられるが，50%正答率に対応する閾値

x50は，q0と q1を用いて，x50��q0/q1として表

される．そこで，閾値を推定するためには，心

理測定関数が被験者の応答に当てはまるような

qq̂ を推定しなければならないことになる．被験
者の応答に心理測定関数を当てはめる方法とし

ては最尤法がよく使われるが，最尤法で用いた

データ数が多ければ，心理測定関数の最尤推定

パラメータ qq̂（ロジスティック回帰モデルの例
で言えば，q̂ 0,と q̂ 1）は平均がパラメータの真値

qq，分散共分散行列*が SSq である多変量正規分

布に漸近的に従うことが知られている2)．ただ

し，実際には SS q は未知であるため，qq̂ から推
定される SŜ q を利用する

5)．

ここで，閾値が心理測定関数のパラメータの

関数として表現されることから，以下に示すデ

ルタ法 6)を使うことができる．デルタ法とは，

漸近的に正規分布に従う複数の確率変数からな

る関数の漸近正規性を利用し，その平均と分散

を計算する方法である．したがって，デルタ法

を使うことにより閾値が漸近的に従う正規分布

の平均と分散を計算することができる．

定理 1（デルタ法）qq̂ が漸近的に

(5)

であるとする．ただし，Nは正規分布，SS q は分

散共分散行列であり，「�」は左辺が右辺の確

率分布に従うことを示す．このとき，qq̂ の関数
g(qq̂)�[g1(qq̂), g2(qq̂), g3(qq̂), . . . , gq(qq̂)]t（ただし，

q�p）は漸近的に

(6)

となる．ただし，Gは q行 p列の行列であり，

各要素 Gijは

(7)

である．

すなわち，式(6)より，g(qq̂ )の漸近平均は

[g1(qq), g2(qq), g3(qq), . . . , gq(qq)]tとなり，漸近分

散共分散行列 SS g(q)は

SS g(q)�GSSqGt (8)

となる．

定理 1より，心理測定関数の推定パラメータ

が漸近的に多変量正規分布に従うとき，そのパ

ラメータの関数として表現される推定閾値

ŷi (i�1, 2, . . . , n)も漸近的に平均 yi，分散 ŝiの

正規分布に漸近的に従うのである．ただし，ŝi

は式(8)により ÍÍ̂ q から推定される（ŝiは式(8)

の左辺 SS g(q)に対応する）．

各閾値 ŷi (i�1, 2, . . . , n)が正規分布に漸近的

に従っているので，ŷは平均 y，分散共分散行

列 SŜ yの多変量正規分布に漸近的に従う．ただ

し， SŜ yは，話を簡単にするために各閾値が独

立である場合を考えれば，

(9)

となる．

最後に，gĝ が従う統計量について考える．式
(2)に示すように，gĝ は ŷの関数として表現され

るため，先ほどと同様にデルタ法によって，ŷ

が多変量正規分布に漸近的に従うならば gĝ も多
変量正規分布に漸近的に従う．その多変量正規

分布の平均は gg であり，分散共分散行列 ÍÍ̂ gは

式(8)により SŜ yから推定される．
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*対角要素が各パラメータの分散，それ以外の (i, j) 要素

が第 iパラメータと第 jパラメータの共分散である行列．



2.3 多変量正規分布の性質

2.2項で，gĝ が漸近的に n�1次元の多変量正

規分布に従うことがわかったので，gĝ が多変量
正規分布に従うことを仮定して閾値間の差の検

定を行うことにする．検定を行うにあたり，こ

の多変量正規分布には次の重要な性質があるこ

とを確認しておく7)．

定理 2（多変量正規分布の性質）次元数 pの

gĝ が，平均ベクトル gg，分散共分散行列 SS の p

次元多変量正規分布に従うとき，

(gĝ�gg)tSS �1(gĝ�gg) (10)

は，自由度の c 2二乗分布に従う．

すなわち，H0の下では gg�0と仮定するので，

定理 2より gĝ tSŜ g
�1gĝ が c 2分布に従う．このこと

から，gĝ tSŜ g
�1gĝ の値が自由度 n�1の c 2分布の有

意水準点よりも高ければ H0を棄却，低ければ

H0を保持すればよいのである．

2.4 まとめ

恒常法により推定された閾値間の差の検定方

法をまとめると以下のようになる．

1. 1因子実験の結果に対して最尤法による解析

を行い，閾値 ŷとその分散共分散行列 SŜ yを

推定する（各推定閾値が独立であるならば，

SŜ yの共分散は 0となる）．このとき，H0とH1

は以下のようになる．

H0 : y1�y2�y3�··�yn

H1 : H0ではない

2. 式(2)により gĝ を計算する．1.の H0は

H0 : gg�0

と等価である．また，その分散共分散行列

SŜ gをデルタ法の式(8)により SŜ yから計算す

る．gĝ が多変量正規分布に従うことを仮定す
る．

3. gĝ tSŜ g
�1gĝ を計算する．この値は H0の下では多

変量正規分布の性質により自由度 n�1の c 2

分布に従うので，c 2分布から p値を計算する．

4. 3.で計算した p値が有意水準よりも低ければ

H0を棄却し（閾値間に有意な差がある），高

ければ H0を棄却しない（閾値間に有意な差

があるとは言えない）．

2.5 検定例

恒常法によって推定された閾値間の検定例と

して，OSA 色空間内のある参照色から �j, �g

方向への色弁別閾値を測定した実験例を示す．

各条件（色空間内の方向）における参照色とテ

スト色との色差，その色差における試行数と正

答数を表 1に，各条件の正答率とロジスティッ
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図 1 各条件の正答率とロジスティック回帰モデルに

よる心理測定関数のフィッティング結果．

表 1 恒常法の実験結果の例 1（架空データ）．



ク回帰モデルを心理測定関数とした場合の

フィッティング結果を図 1に示す．また，各条

件における実験データにフィッティングした心

理測定関数のパラメータ q̂ 0, q̂ 1とその分散，そ

して正答率 50%に対応する色差として定義され

た閾値とその分散を表 2に示す．ロジスティッ

ク回帰モデルの場合，推定したパラメータ q̂ 0,

q̂ 1により，50%閾値 ŷは，

(11)

となり，その分散 ŝ は式(8)により．

(12)

となる．ただし，Var(q̂ 0), Var(q̂ 1) はそれぞれ

q̂ 0と q̂ 1の分散であり，Cov(q̂ 0q̂ 1)は q̂ 0と q̂ 1の

共分散である．

ロジスティック回帰モデルによる心理測定関数

のフィッティングについては参考文献を参考にし

ていただきたい 8)．この例では心理測定関数とし

てロジスティック回帰モデルを用いたが，フィッ

ティングに最尤法を用いれば，プロビットモデル

やワイブルモデルなどを用いて推定した閾値に対

して本手法により検定を行っても問題ない．

表 1に示した閾値間の差の有無をこれまで述

べた方法で検定する．

1. 各閾値が独立であると仮定すると，閾値 ŷと

分散共分散行列 SŜ yは以下のとおりである．

(13)

(14)

2. 式 (2) により ŷから gĝ を計算すると，

(15)

となる．また，gĝ の分散共分散行列 SŜ gはデルタ

法により計算するが，その計算に用いる Gは式

(7) により，

(16)

となり，この Gを用いて式 (8) により SŜ gを計

算すると，
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表 2 表 1 のデータから推定されたロジスティック回帰モデルのパラメータと閾値．



(17)

となる．

3. 多変量正規分布の性質により自由度 3の c 2

値となる gĝ tSŜ g
�1gĝ を計算すると，

gĝ tSŜ g
�1gĝ�[0.300 �0.442 �0.206]

�

�114.084 (18)

となり，さらに，自由度 3の c 2分布表からこ

の値の値を調べると，

p̂�1.45�10�24 (19)

となる．

4. 有意水準が 5%であるならば，p�0.45�

10�24�0.05であるため H0を棄却する，すな

わち，表 1の実験条件 �j, �gの閾値間には

有意な差があると判定する．

3. 多因子実験における複数の閾値間の有

意差検定

2節では，1因子実験における閾値間の有意

差検定について述べた．本節では多因子実験に

おいて恒常法により推定された複数の閾値間の

有意差検定の方法について述べる．この方法は

完全無作為化多元配置分散分析に対応する．心

理物理実験の場合は，因子とは閾値に差がある

かどうかを調べたい実験条件の種類に対応する．

多因子実験では，各因子の単独の効果（主効

果）だけではなく，各因子間の交互作用も考慮

する必要があるため，各因子の主効果と交互作

用を別々に検定することになる．そこで，ここ

では 2因子実験を例にして，まず各因子の主効

果と因子間の交互作用の計算方法について述べ，

次に 2節と同様にデルタ法と多変量正規分布の

性質を用いた主効果と交互作用の検定方法につ

いて説明する．

3.1 主効果と交互作用

3.1.1 記号の説明

はじめに記号の説明をする．2因子実験を例

にして主効果と交互作用について述べるが，3

因子以上の実験でも，主効果と交互作用の考え

方は同じである．二つの因子を A, B, 各因子の

水準数を m, nとし，恒常法によって推定され

たm�n個の閾値を

(20)

とする．水準とは各因子の実験条件のことであ

り，水準数とは各因子の実験条件数に対応す

る．このとき，ŷの真の値 yの一般平均（全因

子に関する平均）を m，Aの第 i水準の yの B

に関する平均を m i··，および Bの第 j水準の閾値

の Aに関する平均を m ··jとする．すなわち，m ,

m i··および m ··jは

(21)

(22)

(23)

となる．

3.1.2 各因子の主効果

各因子の主効果とは，他の因子に関する平均

から一般平均を引いた値である．Aの第 i水準

の主効果を a iとすると，

a i�m i··�m (24)

のように表され，同様に，Bの第 j水準の主効

果を b jとすると，

b j�m ··j�m (25)
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と表される 5)．

3.1.3 因子間の交互作用

交互作用とは，yi · jのうち，主効果と一般平

均だけでは表せない部分のことである．Aの i

水準と Bの j水準の交互作用を(ab)i · jとする

と，

(ab)i · j�yi · j�(a i··�b ··j�m)

�yi · j�(m i··�m)�(m ··j�m)�m
�yi · j�m i··�m ··j�m (26)

と表される2)．

3.2 主効果の検定法

3.2.1 帰無仮説と対立仮説

因子 Aの主効果について考える．Aの主効果

がないということは，A の各水準の主効果が 0

であるということである．したがって，因子 A

の主効果を検定する際の帰無仮説 H0と対立仮

説 H1は以下のようになる．

H0 : a1�a2�a3�··�am�0 (27)

H1 : H0ではない

2節と同様に，式 (27) と等価で検定が容易にな

る H0 を導くために新たな変数を導入する．

ggA�(gA1, gA2, gA3, . . . , gA(m�1))の各要素を

gAi�a1�a i�1�(m1··�m)�(m1�1··�m)

�m1··�m1�1··, i�1, 2, . . . , m�1 (28)

とすると，Íi a i�0である2) ことから，上記の

帰無仮説と対立仮説は，

H0 : ggA�0 (29)

H1 : H0ではない

と等価となる．したがって，Aの主効果の有無

を検定するためには，式 (29) の H0が棄却され

るか否かを調べればよい．

3.2.2 検定方法

上記の帰無仮説を 2節と同じ方法で検定すれ

ばよい．すなわち，gĝ Aが多変量正規分布に従う

ことを仮定し，多変量正規分布の性質により H0

の下では gĝ t
ASŜ gA

�1gĝ Aが自由度の c2分布に従うこ

とを用いて検定を行う．ただし，SŜ gAは gĝ Aの分

散共分散行列であるが，これはデルタ法により

ŷの分散共分散行列 SŜ yから計算できる．

因子 A の主効果の検定方法をまとめると以下

のようになる．

1. 閾値 ŷとその分散共分散行列 SŜ yを推定する

（2節と同様に，各閾値が独立であるならば，

SŜ yの共分散は 0 となる）．このとき，H0と

H1は以下のようになる．

H0 : a1�a2�a3�··�am�0

H1 : H0ではない

2. gĝ Aを計算する．1. の H0は

H0 : ggA�0

と等価である．gĝ Aの分散共分散行列 SŜ gAを

デルタ法に基づき計算する．gĝ Aが多変量正

規分布に従うことを仮定する．

3. gĝ t
ASŜ gA

�1gĝ Aを計算する．この値は多変量正規

分布の性質により，H0の下では自由度m�1

の c2分布に従うので，c2分布から値を計算

する．

4. 3.で計算した p値が有意水準よりも低ければ

H0を棄却し（因子 Aの主効果がある），高け

れば H0を棄却しない（因子 Aの主効果があ

るとは言えない）．

因子 B の主効果に関する検定方法も全く同様

である．

3.3 交互作用の検定法

3.3.1 帰無仮説と対立仮説

因子 Aと Bの交互作用 ((ab)i · j) の個数は，A

と Bの水準の組み合わせによりm�nであるが，

Aと Bの交互作用がないということは，Aと B

のすべての水準組み合わせの交互作用が 0であ

るということである．したがって，交互作用を

検定する際の帰無仮説 H0と対立仮説 H1は以下

のようになる．

H0 : (ab)1·1�(ab)1·2�··�(ab)2·1

�··(ab)m ·n�0

H1 : H0ではない

ここでも，これまでと同様に新たな変数を導入

する．

ggAB�(gAB(1·1), gAB(2·1), gAB(3·1), . . . , gAB(m�1·1),

gAB(1·2), gAB(2·2), . . . , gAB(m�1·n�1))

の各要素を，
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ggAB(i · j)�(ab)i ·1�(ab)i · j�1

�(yi ·1�m i··�m · ·1�m)

�(yi · j�1�m i · ·�m · · j�1�m)

�yi ·1�yi · j�1�m · ·1�m · · j�1

i�1, 2, 3, ..., m�1, j�1, 2, 3, ..., n�1

(30)

とすると，Íi(ab)i · j�0, Íj(ab)i · j�0である5)こ

とから，上記の帰無仮説と対立仮説は，

H0 : ggAB�0 (31)

H1 : H0ではない

と等価である．したがって，因子 Aと Bの交互

作用の有無を検定するためには，式 (31) の H0

が棄却されるか否かを調べればよい．

3.3.2 検定方法

上記の帰無仮説をこれまでと同様の方法で検

定すればよい．すなわち，gĝ ABが多変量正規分

布に従うことを仮定し，多変量正規分布の性質

により H 0 の下では gĝ t
A B SŜ �1

g A B gĝ A B が自由度

(m�1)�(n�1) の c2分布に従うことを用いて

検定を行う．ただし，SŜ gABは gĝ ABの分散共分散

行列であるが，これはデルタ法により ŷの分散

共分散行列 SŜ yから計算できる．

因子 A と B の交互作用の検定方法をまとめ

ると以下のようになる．

1. 閾値 ŷとその分散共分散行列 SŜ yを推定する

（2節と同様に，各閾値が独立であるならば，

SŜ yの共分散は 0となる）．このとき，H0と

H1は以下のようになる．

H0 : (ab)1·1�(ab)1·2�··�(ab)2·1

�··(ab)m ·n�0

H1 : H0ではない

2. gĝ ABを計算する．1. の H0は

H0 : ggAB�0

と等価である．gĝ ABの分散共分散行列 SŜ gAB

をデルタ法に基づき計算する．が多変量正規

分布に従うことを仮定する．

3. gĝ t
ABSŜ �1

gABgĝ ABを計算する．この値は多変量正

規分布の性質により，H0の下では自由度

(m�1)�(n�1) の c2分布に従うので，c2分

布から p値を計算する．

4. 3.で計算した p値が有意水準よりも低ければ

H0を棄却し（Aと Bの交互作用がある），高

ければ H0を棄却しない（Aと Bの交互作用

があるとは言えない）．

3.4 検定例

3.4.1 実験データ例

2因子実験の主効果と交互作用の検定例を示

すために，恒常法により推定された閾値と分散

を表 3に示す．また，閾値のグラフを図 2に示

す．閾値はロジスティック回帰モデルにより正

答率 50%に対応する色差として推定したが，

フィッティングに用いた試行数と正答数のデー

タは省略した．実験条件（因子）は OSA色空

間内の位置 ((L, j, g)�(0, 2, 2), (0, �2, 2), (0, 2,

�2)) と方向 (�j, �j) である．位置を因子 A，

方向を因子 Bとする．

3.4.2 主効果の検定

色空間内位置の主効果の検定を行う．

1. 各閾値が独立であると仮定すると，表 3から

閾値 ŷとその分散共分散行列 SŜ yは以下のと

おりである．
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表 3 恒常法による 2因子実験結果の例（架空デー

タ）．

図 2 表 3の閾値のグラフ．エラーバーは標準誤差

（分散の平方根）である．



(32)

(33)

2. 式(28)と式(22)により ŷから gĝ Aを計算すると

(34)

となる．また，その分散共分散行列 SŜ gAはデ

ルタ法により計算するが，その計算に用いる

Gは式 (7) により，

(35)

となり，このGを用いて式 (8) により SŜ gAを

計算すると以下のようになる．

(36)

3. 多変量正規分布の性質により自由度 2のχ二

乗値となるを計算すると，

gĝ t
ASŜ gA

�1gĝ A�0.430 (37)

となり，さらに，自由度 2の c2分布表から

この値の p値を求めると，

p�0.807 (38)

となる．

4. 有意水準が 5% であるならば，p�0.807

�0.05であるため H0を棄却しない，すなわ

ち，色空間内位置には有意な主効果があると

は言えないと判定する．

色空間内の方向の主効果についても全く同じ

方法で検定できる．方向の主効果の検定結果の

p値は，

p�0.504 (39)

となる．

3.4.3 交互作用の検定

色空間内の位置と方向の交互作用の検定を行

う．

1. 各閾値が独立であると仮定すると，表から閾

値 ŷとその分散共分散行列 SŜ yは式 (32) と

式 (33) のようになる．

2. 式 (30) により ŷから gĝ ABを計算すると

となる．また，その分散共分散行列 SŜ gABは

デルタ法により計算するが，その計算に用い

る Gは式 (7) により，

(41)
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となり，この Gを用いて式 (6) により SŜ gAB

を計算すると以下のようになる．

(42)

3. 多変量正規分布の性質により自由度 2の c2

値となるを計算すると，

gĝ t
ABSŜ �1

gABgĝ AB�7.249 (43)

となり，さらに，自由度 2のχ二乗分布表か

らこの値の p値を求めると，

p�0.027 (44)

となる．

4. 有意水準が 5%であるならば，p�0.027�0.05

であるため H0を棄却する，すなわち，色空

間内の位置と方向の間には有意な交互作用が

あると判定する．

4. お わ り に

本論文では，恒常法で求めた複数の閾値間の

差を，デルタ法と多変量正規分布の性質を用い

ることによって統計的に検定する方法を提案し

た．恒常法からは精度良く閾値を求めることが

できるが，複数の閾値間の差に関して分散分析

などの一般的な方法では検定を行えないため，

第 1節で述べたようにあまり適切とは言えない

方法による検定を行っている場合 1–3）が見受け

られた．本方法では，閾値が正規分布に従うこ

とを仮定しなければならないものの，閾値を推

定するために最尤法で使われた全てのデータを

用いて検定を行うため，恒常法から推定された

閾値間の有意差検定をより適切に行うことがで

きる．2閾値間の差の有無に関してはデルタ法

などにより信頼区間を構成することによっても

検定することができるが，多因子実験における

主効果や交互作用の信頼区間を構成することは

困難であろう．本方法では，多変量正規分布の

性質を利用することにより，多因子実験におけ

る主効果や交互作用の有無の検定が可能である．

また，各被験者内における有意差検定が可能で

あること，分散分析で必要な等分散の仮定など

が必要ないこと，検定手続きが比較的単純であ

ることなども本方法の長所であろう．

近年では，恒常法により推定された閾値間の

有意差検定や閾値の信頼区間の推定をブートス

トラップ法 9,10）により行う文献 11–13）が増えて

きている．ブートストラップ法は閾値が正規分

布に従うことを仮定しないため，試行数が少な

い場合など，閾値が正規分布に従うことが仮定

できない場合に有効な方法であると考えられる．

本方法で用いたような漸近正規性により推定さ

れる分散とブートストラップ法により推定され

る分散の精度の比較については参考文献を参照

していただきたい 14,15）．
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附録：本方法による検定プログラム

本手法による検定を行うことができるエクセ

ルファイルは http://www.uchikawa.ip.titech.ac.

jp/pgs.htmlからダウンロードできる．これらの

エクセルファイルは閾値とその標準誤差を入力

とするため，事前に最尤法を用いて心理測定関

数をフィッティングさせることにより閾値とそ

の標準誤差を推定しておく必要がある．ロジス

ティック回帰モデルやプロビットモデルなどの

心理測定関数のフィッティングは SAS や SPSS

などの市販の統計ソフトにより行うことができ

る．また，かなり簡易なプログラムではあるが，

著者らが作成したロジスティック回帰モデルを

心理測定関数とした最尤法によるフィッティン

グプログラムも上記のページからダウンロード

可能である（Mac OS X, Mac OS 9用）．

これらのエクセルファイルやプログラムの使

用法については，ダウンロードファイル中にあ

る説明を参照してほしい．ただし，これらはあ

くまで参考用であり，その動作や結果に対する

いかなる責任も著者らは負わないものとする．

使用に関しては自己責任でお願いしたい．
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